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要約
誤情報が選挙・市場・公衆衛生に及ぼす影響が拡大するなか、メディア

情報リテラシー教育は誤情報対策の重要な柱の 1 つとして位置づけられて
いる。本稿は、筆者が重ねてきた一連の調査研究を起点に、Yamaguchi et 
al.（2025）を主要な手がかりとして、リテラシーと誤情報行動との関係を整
理する。研究蓄積を総合的にみると、客観的に測定したリテラシーは誤情報の

「拡散」を明確に抑制し、「真偽判断」にも一定の役割を果たす。他方で、主観
的自信の過剰は真偽判断の失敗と拡散を促す逆説的構造がある。これらの知見
はリテラシー教育の意義を裏付けるとともに、効果を最大化する設計指針を与
える。本稿では、こうした知見を金融市場・政策・企業活動に接続し、生成
AI 時代のリテラシー教育と補完策を論じる。

１．はじめに－なぜ誤情報リテラシーをいま問い直すのか－

近年、誤情報が社会に与える影響は無視できない水準に達している。2016
年の米国大統領選挙では、トランプ氏に有利な誤情報が約 3,000 万回、クリ
ントン氏に有利な誤情報が約 760 万回 Facebook 上でシェアされたと推計さ
れ（Allcott & Gentzkow, 2017）、選挙で使われた政治コンテンツ拡散用の
ボット（bot）はその後 2017 年のフランス大統領選挙でも観察された（Lazer 
et al., 2018）。同年のドイツ連邦議会選挙では、Twitter 上で共有された政治
関連リンクにおいて専門ニュース 4 本に対しジャンクニュース 1 本程度が共
有されたと指摘される（Neudert et al., 2017）。

経済面の波及も小さくない。2008 年 9 月に、ユナイテッド航空親会社の
2002 年の破産記事が、新たな破産を伝える誤情報として再浮上すると、株価
は一時 76% 下落した（Carvalho et al., 2011）。逆に好意的な誤情報の対象
となった企業が、異常に高いリターンと出来高を経験したケースも報告されて
いる（Ullah et al., 2014）。新型コロナウイルスをめぐる誤情報は、適切な治
療を妨げただけでなく、ウイルス自体の拡散を後押しした可能性も指摘されて
いる（Pennycook et al., 2020）。
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MIT の研究チームによる Twitter 上の 12 万件以上のニュース拡散の分析
では、虚偽の情報は事実に比べて約 6 倍のスピードで拡散していたと報告さ
れている（Vosoughi et al., 2018）。「嘘は事実よりも速く走る」という構造
そのものが、誤情報問題の手強さを物語っている。

日本も例外ではない。筆者らが Google Japan と継続的に実施している
Innovation Nippon の調査（山口他 , 2023, 2024）からは、誤情報への接
触率の高さと、誤りと気付かないまま受け止めている人の多さが繰り返し示さ
れてきた。実際に広く拡散された誤情報に関する真偽判断を尋ねた調査では、
誤りと正しく判断していた人は接触者全体のごく一部にとどまり、半数を超え
る人々が「正しい」と信じていたという結果も得られている。これらの傾向は
年齢や属性を問わず観察されており、誤情報をめぐる課題が特定の層に限られ
た話ではないことを示している。

そしていま、生成 AI の普及がこの問題に新たな次元を加えつつある。文章、
画像、音声、動画のいずれも、ごくわずかな労力で一見もっともらしいコンテ
ンツを大量に生成できるようになり、本物と偽物を見分ける手掛かりが急速に
失われている。筆者はこうした状況を「with フェイク 2.0 時代」と呼んでい
る。フェイク情報が耳目を集めた 2016 年の米大統領選以降、私たちは誤情報
と共に生きる「with フェイク時代」を歩んできたが、生成 AI の登場によっ
て、その規模もスピードも質的に変化した。これまでは誤情報の制作に一定の
コストと時間がかかっていたが、いまや誰でも、専門家風の語り口を備えた動
画コンテンツをすぐに作り出せる。情報空間の風景は、根本から変わりつつあ
る。

このような状況において、私たちは何を手がかりに情報空間と向き合えばよ
いのか。日本政府も主たる対抗策の一つとして位置づけているのが、メディア
情報リテラシーを軸とする教育的アプローチである。ただし、その効果を最大
限に引き出すためには、どのような場面でどのリテラシーがどのように効くの
かをエビデンスベースで見定めていく必要がある。

誤情報を「見抜く」局面と「広めない」局面で、リテラシーの効き方は同じ
なのか。教育を設計するうえで踏まえるべき構造は何か。本稿は、筆者がこれ
まで重ねてきた一連の調査研究、とくに山口（2022）や Yamaguchi et al. 

（2025）などの知見を踏まえて、こうした問いに向き合うものである。
以下、第 2 節で先行研究と本稿が参照する分析の枠組みを概観し、第 3 節

で真偽判断と拡散をめぐる三つの構造を提示する。第 4 節では金融市場・政
策・企業活動への含意を、第 5 節では生成 AI 時代に向けたリテラシー教育と
補完的施策の設計を論じ、第 6 節で全体を結ぶ。

２． 先行研究と本研究の位置づけ

２.１ リテラシーと誤情報をめぐる研究の蓄積
リテラシーと誤情報をめぐる先行研究は、近年急速に蓄積されてきた。情報

リテラシーが高い人ほど誤情報を適切に見分けられることが報告され（Jones-
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Jang et al., 2021）、分析的思考のスコアが高い人ほど誤情報を見抜きやすい
こと（Pennycook & Rand, 2019; Pennycook & Rand, 2020）、ニュース
リテラシーを重視する人ほどソーシャルメディアの情報品質に懐疑的になりや
すいこと（Vraga & Tully, 2021）も示されてきた。誤情報問題の深刻さが
増すなかで、リテラシー教育が政策の中心に据えられてきた背景には、こうし
た研究知見の蓄積がある。

一方で、リテラシーと誤情報の関係は、種類や局面によって効き方が異なる
ことも分かってきた。Jones-Jang et al. （2021）は、米国データを用いた分
析で、情報リテラシーが誤情報の真偽判断に効きやすい一方、メディアリテラ
シーは必ずしもそれに直結しないことを示した。リテラシーをひとくくりに語
るのではなく、内容を分けて捉える必要性が浮かび上がっている。さらに、誤
情報研究の文脈では、Vosoughi et al. （2018）が示した「嘘は事実よりも約
6 倍速く拡散する」という構造的問題や、Allcott and Gentzkow （2017）が
描いた選挙期間中の誤情報の影響の大きさが、リテラシー対策の重要性と限界
を同時に浮き彫りにしてきた。

ただし、これら先行研究の多くは、特定のリテラシー指標に焦点を絞るか各
種リテラシーをまとめて扱うかにとどまり、真偽判断と拡散という二つの局面
を切り分けて包括的に分析した例は限られていた。自己申告型のリテラシー指
標と客観テスト型のリテラシー指標を併用し、両者の効果を対比した研究もそ
れほど多くはない。リテラシー教育の効果を最大化し、適切なリテラシー教育
を検討するためには、どの場面でどのリテラシーが効くのかを、精緻に把握す
る必要がある。本稿が主に参照する Yamaguchi et al. （2025）は、こうした
研究上の空白に応えるものとして位置づけられる。

２.２ これまでの研究の流れと本稿が参照する分析
筆者は、日本における誤情報行動を理解するため、複数の調査を積み重ねて

きた。本稿の議論はその系譜の上に位置づけられる。最初のまとまった分析
は、山口（2022）『ソーシャルメディア解体全書』に収められている。ここで
は Jones-Jang et al. （2021） に倣い、メディアリテラシー、ニュースリテラ
シー、デジタルリテラシー、情報リテラシーという四つの指標を用い、日本で
広く拡散されていた 8 分野にわたる誤情報 9 件への行動を回帰分析で検証し
た。その結果、ニュースリテラシー・デジタルリテラシー・情報リテラシーの
三つは、いずれも低い人ほど誤情報を誤りと判断できない傾向にあったが、メ
ディアリテラシーについては真偽判断段階では効果が見られなかった。また、
拡散段階ではニュースリテラシーと情報リテラシーが低い人、自己評価が高い
人、政治的に極端な人ほど誤情報を気付かずに拡散しやすいことが示された。

続く Yamaguchi and Tanihara （2025）では、新型コロナウイルスワク
チンと政治分野の誤情報 12 件を対象に、誤情報の拡散行動について、二つの
仮説に整理して検証している。第一の仮説は、誤情報を真と信じてしまった人
は、信じない人よりもそれを拡散しやすいというものである。第二の仮説は、
メディア情報リテラシーが低い人ほど、誤情報を拡散しやすいというものであ
る。分析の結果、二つの仮説はいずれも支持され、しかも拡散手段がソーシャ
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ルメディアであっても、家族・友人との対面の会話であっても、同様の傾向が
頑健に確認された。なお、同調査では、誤情報の最も多い拡散経路は「家族、
友人、知人との直接の会話」であったことも報告されており、ネット上の拡散
だけに目を向けていては問題の全体像をつかめないことを指摘している。

さ ら に、 フ ァ ク ト チ ェ ッ ク に 関 す る 研 究（Tanihara & Yamaguchi, 
2023）からは、リテラシー、とりわけ情報リテラシーが低い受け手ほど、ファ
クトチェック結果（訂正情報）を正しく受け止めにくいことが示されている。
具体的には、誤情報を否定するファクトチェック結果を提示しても、なお元の
誤情報を真実だと判断し続けるだけでなく、当初は誤情報だと判断していた、
あるいは判断を保留していた人が、提示後にかえってそれを真実だと判断する
というパラドキシカルな現象も確認されている。これら一連の研究は、誤情報
問題が「真偽の見極め」だけで完結しない多面性を持つことを、繰り返し示し
てきたといえる。

本稿が主要な手がかりとする Yamaguchi et al.（2025）では、リテラシー
の捉え方を一段精緻化している。具体的には、批判的思考について、テスト形
式で測る「客観スコア」と、自己申告で測る「主観的態度」を切り分け、それ
ぞれが誤情報行動に対してどう作用するかを検証した。先行研究では両者がし
ばしば混在して扱われてきたが、能力と意識は別の概念であり、効果も異なり
うる。後述するように、本稿の中心的な発見はこの分離によって初めて見えて
きたものである。

２.３ 調査の枠組み
Yamaguchi et al.（2025）では、日本国内で実際に広く拡散された誤情報

15 件を分析対象としている。具体的な手順としては、まず 2023 年に日本で
広く流布した誤情報のうち、ファクトチェック機関による検証記事が存在する
ものを網羅的に収集した。そのうえで、先行研究を参照しつつ、これらの誤情
報を、（1）国内政治（保守寄り）、（2）国内政治（リベラル寄り）、（3）医療・
健康、（4）戦争・紛争、（5）多様性（外国人や性的マイノリティ等）の五分
野に分類し、各分野からとくに広く拡散した 3 件ずつを選んだ。筆者が関与
した先行研究では 9 件、12 件と対象を変えながら知見の頑健性を確認してき
たが、今回の 15 件はその系譜に位置づけられ、分野・拡散規模ともにばらつ
きを持たせている。特定ジャンルに偏ると、そのジャンル固有のリテラシーが
結果を左右しかねないため、分野横断の設計が要点となる。

回答者には、リテラシーに関わる四つの指標を測定する設問に答えてもらっ
た。第一に、メディアリテラシー。小寺（2017）と坂本（2022）を参照し、
メディアメッセージの構築性、メディアによる「社会的現実」の構築、メディ
アの商業性、イデオロギーや価値の伝達、メディアのスタイルと言語、受け手
による解釈の非一様性という、メディアの六つの性質に関する設問を「全くそ
う思わない」から「強くそう思う」の四段階で問い、その平均値をスコアと
した（1 ～ 4 点）。第二に、情報リテラシー。Jones-Jang et al. （2021）の枠
組みに基づき、日本在住者の情報を読み解く力に焦点を当てるよう修正した
5 問のテスト形式で、正答数をスコアとした（0 ～ 5 点）。第三に、批判的思
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考スキル。論理的推論を問う問題への正答率を測る客観テストで、Watson-
Glaser の批判的思考評価を日本語化した久原他（1983）の 20 問のテストに
基づき、文章から導かれる確からしさを評価させるかたちで測定した（0 ～
20 点）。第四に、批判的思考態度。中西他（2006）の社会的批判的思考態度
尺度に基づき、批判的思考に対する傾向、経験、自己認識の 3 観点をカバー
する 27 問について、「全くできない」から「非常にできる」の七段階で自己
評価してもらった平均値をスコアとした（1 ～ 7 点）。

このうち批判的思考態度のみが回答者の自己評価を直接尋ねる主観的な指標
であり、他の三つは設問への回答内容から能力を測定する客観的な指標と整
理できる。本稿では便宜的に、批判的思考態度を「主観的自信」、他の三つを

「客観リテラシー」と呼ぶ。
分析では、回答者がそれぞれの誤情報について、「正しいと信じる」「わから

ない」「誤っていると思う」の三択で真偽を判断してもらい、あわせて、ソー
シャルメディア、メッセージアプリ、対面の会話、メール等の手段別に拡散し
たかどうかを尋ねた。

そのうえで、二つのロジットモデルで推定した。一つめは、誤情報を「誤り
と適切に判断できた」かどうかを被説明変数とし、四つのリテラシー指標、メ
ディア利用時間、個人属性などを説明変数とするモデルで、真偽判断行動を分
析した。二つ目は、誤情報を「拡散したかどうか」を被説明変数とし、リテラ
シー指標等に加えて真偽判断の結果（正しい・誤り）も説明変数に含めるモデ
ルで、拡散行動を分析した。すなわち、真偽判断結果ごとに拡散傾向がどう異
なるかを統制したうえで、リテラシーの効果を取り出す設計となっている。

調査は 2024 年 2 月に、性年代別の人口比に割り付けられたオンラインモニ
タを対象に実施し、事前調査で約 2 万件の有効回答を得たうえで、誤情報に
接触した経験のある回答者を抽出するスクリーニングを経て、本調査では分析
に用いるサンプル 5,000 件を確保した。分析手法の詳細やロジットモデルの
推計結果は原論文（Yamaguchi et al., 2025）に譲り、本稿では結果が示す
構造を中心に論じる。

３．分析結果－真偽判断と拡散を分ける三つの構造－

３.１ 真偽判断段階－研究蓄積が示す客観リテラシーの役割
まず真偽判断段階の結果を、研究蓄積全体のなかで位置づけながら見ていこ

う。
研究を総合的にみれば、客観的なリテラシーは誤情報の真偽判断に対し

て、概ね一定の役割を果たしていることがうかがわれる。山口（2022）では、
ニュースリテラシー、デジタルリテラシー、情報リテラシーが低い人ほど誤情
報を誤りと判断できない傾向が確認された。海外でも、情報リテラシーが誤情
報の真偽判断に効くことや、分析的思考スキルが高い人ほど誤情報を見抜きや
すいことが報告されている（Jones-Jang et al., 2021; Pennycook & Rand, 
2019）。リテラシーが高い人ほど誤情報を冷静に評価できるという基本的な構
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造は、複数の研究で繰り返し確認されてきたといえる。
一方、本稿が主要な手がかりとする Yamaguchi et al.（2025）では、客観

リテラシー（メディアリテラシー、情報リテラシー、批判的思考スキル）につ
いて、真偽判断段階で統計的に明確な効果は確認されなかった。後述するよう
に、同研究では主観的自信（批判的思考態度）が真偽判断を妨げる方向に効果
を示しており、こちらが結果の前面に表れている。

ここで注意しておきたいのは、統計的に有意でないことは、効果がまったく
存在しないことを意味するわけではない、という統計的解釈の基本である。研
究はあくまで一つのサンプル、一定の設計のもとで得られた推定結果であり、
効果がゼロであることを「証明」するものではない。研究ごとに、対象とする
誤情報の分野や件数、扱うリテラシー指標の組み合わせ、調査時期や対象者の
属性構成などが異なれば、特定のリテラシーが見せる効果の現れ方も変動しう
る。たとえば Jones-Jang et al. （2021）では、メディアリテラシーが真偽判
断に効かなかったが情報リテラシーは効いていた。

研究ごとの違いはあるものの、これらをあわせて読めば、客観リテラシーが
真偽判断に対して概ね肯定的な役割を果たしているという全体像は、研究蓄積
を通じて変わっていないと整理できる。同時に、研究によって効果の表れ方に
違いが出るという事実は、真偽判断という行動が、リテラシーだけで決まる単
純なものではないことも示している。

真偽判断が難しい背景には、誤情報そのものの形態の多様化もある。健康・
美容分野でしばしばみられる、専門家風の語り口や研究論文を装った数字の引
用を伴う誤情報は、その典型例といえる。「ある成分ががん予防に効く」「この
食品は免疫力を劇的に高める」といった主張は、形式的に「らしさ」を備える
ほど受け手の警戒を解いてしまう。リテラシー教育を中核に据えつつ、ファク
トチェックや情報設計、技術的補助といった補完的施策を組み合わせていくこ
とが、対策設計の鍵となる。

３.２ 拡散段階－リテラシー教育の防波堤効果－
拡散行動について、研究蓄積はより明瞭で頑健な姿をみせる。Yamaguchi 

et al.（2025）では、メディアリテラシー、情報リテラシー、批判的思考スキ
ルといった客観リテラシーが高い人ほど、誤情報を拡散しにくい傾向が明確
に確認された。これは、Yamaguchi and Tanihara （2025） や山口（2022）
など、筆者の過去の研究で繰り返し示されてきた傾向と整合的である。客観的
なリテラシーを高めることが、誤情報の社会的拡散を抑える防波堤として機能
することは、複数の研究を通じて確認されており、頑健な発見といえる。

真偽判断段階よりも拡散段階のほうが客観リテラシーの効果が前面に出やす
いという点については、一つの見方が成り立つ。真偽判断は、特定の知識や
ドメイン理解、誤情報の形態に対する感度など、文脈依存性が高い。これに対
し、拡散はより一般的な「立ち止まる習慣」や「自分の判断を他者に押しつけ
ることへの慎重さ」によっても抑制されうる。リテラシー教育を通じて育まれ
る思考の習慣が、その情報を他者へと運ぶ手前で人を踏みとどまらせる、社会
的なブレーキの役割を果たしているといえよう。
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媒体別の分析からも興味深い知見が得られている。Yamaguchi et al. 
（2025）は、SNS、メッセージアプリ、対面の会話のそれぞれについて、真偽
判断結果が拡散行動とどう結びつくかを分析している。その結果、ソーシャル
メディアでは「正しい」と判断された情報のほうが有意に拡散される傾向がみ
られた一方、メッセージアプリや対面の会話では「誤り」と判断された情報の
ほうが有意に拡散される傾向が確認された。

後者は「これは誤りだから気を付けて」という注意喚起としての拡散と解釈
でき、一見、望ましい行動のようにも思える。しかし、受け手のリテラシーが
低い場合、「誤りだ」というメッセージそのものが理解されず、誤情報のほう
が記憶に残ってしまうリスクも指摘されている。これは、ファクトチェックの
効果に関する先行研究（Tanihara & Yamaguchi, 2023）とも整合する。否
定的に提示された情報であっても、繰り返し触れることで「事実」として定着
してしまう、いわゆる継続影響効果のリスクがあるためである。

加えて、Yamaguchi et al.（2025）では動画共有サービスの利用時間が長
い人ほど誤情報を適切に誤りと判断しにくい傾向も報告されている。動画は文
字情報よりも直感的に受け手の心に届くため、検証行動を経ずに受け入れられ
やすい性質を持つといわれる。短尺動画やショート動画の利用が拡大している
現在、長時間の動画視聴が習慣化している層に対しては、別途の働きかけが必
要になると考えられる。媒体特性ごとに、効くアプローチと効きにくいアプ
ローチが異なるという認識は、対策設計にとって重要な出発点である。

３.３ 主観的自信がもたらす逆説的リスク
もっとも興味深いのが、主観的自信に関する発見である。Yamaguchi et 

al.（2025）では、批判的思考態度、すなわち自分は批判的に物事を考えられ
ているという自己認識が高い人ほど、誤情報を誤りと判断できない傾向が観察
され、しかも誤情報を拡散しやすいという結果が示された。客観的なリテラ
シーと主観的な自信が、逆方向の効果を持つというある種の逆説である。「能
力」を磨くことに加えて、「自信」のあり方そのものに目を向けることの重要
性が、ここからみえてくる。

この知見は筆者の過去の研究とも符合する。山口（2022）では、一般的な
自己評価が高い人ほど誤情報を気付かずに拡散しやすいことが報告されてい
た。Yamaguchi et al. （2025）で測定された批判的思考態度は、自分の思
考力に対する自己評価という、より直接的な指標である。海外の研究でも、
ニュースを見抜く力に自信がある人ほど実際の真偽判定テストの成績が低いと
いう「過信」研究の知見がある（Lyons et al., 2021）。これらをあわせると、
ひとつのパターンが浮かび上がる。自分は誤情報に騙されないと信じる人こそ
が、むしろ騙されやすく、しかも他者にそれを広げやすい、という構図であ
る。

この構図は、具体事例に当てはめても理解しやすい。たとえば、政治家の発
言を一部だけ切り取った短い動画が、政治的信条に強くコミットする層の間
で拡散される。発言全体の文脈が省かれ、ときには真逆の意味に編集された動
画が、断定的な見出しとともに広まる。山口（2022）の分析でも、政治的に
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極端な人ほど誤情報を気付かずに拡散しやすいことが示されていた。「自分は
政治に詳しい」「この候補者の本質を見抜いている」という確信が、検証をス
キップさせる方向に働く可能性がある。これらの事例に共通するのは、拡散
者の多くに悪意がない点である。むしろ「家族や知人に役立つかもしれない」

「この事実を知らせなければ」という、ある種の善意や正義感が動機となって
いる。

前述したように、筆者の調査では、誤情報の拡散経路として、「家族・友
人・知人との直接の会話」が最も多いことが分かっている。食卓やオフィス
の雑談で交わされる一言が、噂を強固な「共有された事実」へと変えていく。
SNS 上で広まった誤情報が、家庭や職場の会話のなかで「みんなが知ってい
る話」へと変質し、そこからまた SNS に戻って再生産される。誤情報の流通
は、ネット空間に閉じた現象ではなく、現実の生活と往復しながら進行する社
会的プロセスなのである。この往復が「自信過剰の罠」と結びつくことで、誤
情報は単なるネット上の話題を超えて、社会の認識そのものに影響を与える力
を持つようになる。

以上を整理したのが図表 1 である。①客観的に測定される三指標が拡散段
階で抑制的に働く一方、②真偽判断段階で明確な効果は確認されず、③自己申
告で測定される主観的自信（批判的思考態度）が真偽判断を妨げ拡散を促す方
向に作用するという、本稿の中核的な構造を示している。なお、真偽判断段階
での客観リテラシーの効果については、本節冒頭で論じたとおり、研究蓄積全
体としては一定の役割が示されている点を踏まえる必要がある。

図表1　四つのリテラシー指標が誤情報行動に及ぼす効果の整理

リテラシー指標 測定方法 真偽判断段階
（誤情報を見抜く）

拡散段階
（誤情報を広めない）

メディアリテラシー 客観的指標
（4 段階尺度） △ 効果は明確には現れず ○ 抑制効果あり

情報リテラシー 客観的指標
（5 問テスト） △ 効果は明確には現れず ○ 抑制効果あり

批判的思考スキル 客観的指標
（20 問テスト） △ 効果は明確には現れず ○ 抑制効果あり

批判的思考態度
（主観的自信）

主観的指標
（自己評価） × 真偽判断を妨げる × 拡散を促す

出所）�Yamaguchi et al.（2025）の知見を踏まえ筆者作成。真偽判断段階の客観リテラシーについては、
過去研究では一定の効果が示されている点に留意。

４． 金融市場・企業活動への含意

４.１ 投資家行動と「自信過剰の罠」
金融市場の文脈では、自信過剰と誤情報拡散の結びつきは、行動ファイナン

スの長年の関心事と接続する。投資判断における自信過剰は古典的なテーマで



SBI金融経済研究所 所報 vol.10　｜　41　

メディア情報リテラシーと「自信過剰の罠」

あり、自信のある投資家ほど取引頻度が高く、結果としてパフォーマンスが劣
るという指摘は繰り返し行われてきた。本稿の知見は、この古典的な論点に、
誤情報拡散という新しい補助線を引くものである。

ミーム株現象を分析した Matsumoto et al. （2025）は、ソーシャルメディ
ア情報に依存する個人投資家のなかで、利益を得るのは中心的な発信者に限ら
れ、多くの投資家はむしろ損失を被りやすいことを示した。情報源からの距離
が遠い投資家ほど、不利な立場に置かれる構造である。ここに自信過剰のリス
クが重なる。「自分は SNS で投資の本質をつかんでいる」と感じる個人投資家
は、検証を経ない情報をもとに行動しやすい。市場の急変時に誤情報がより速
く広く伝播するなかで、こうした投資家ほど不利な意思決定を重ねやすい可能
性がある。

経済・金融分野の誤情報は、しばしば数字やグラフを伴うことで形式的な
「らしさ」を帯びる。「ある銀行が経営難に陥っている」「特定の通貨が近く暴
落する」「ある上場企業の経営陣に不正がある」といった情報は、SNS 上で繰
り返し拡散されてきた。生成 AI の普及によって、こうした「らしさ」を備え
た誤情報の作成コストはさらに下がりつつある。とりわけ問題なのは、専門知
識のある人ほど自分の判断に自信を持ちやすい点である。「自分は経済を理解
している」「数字を読める」と思っている人ほど、最初の情報を疑わずに行動
してしまう余地がある。

市場全体のリスクという観点からは、誤情報のスピードと規模が、流動性リ
スクや信用リスクの新たな源泉となりうる点に注意が必要である。前述したユ
ナイテッド航空の事例（Carvalho et al., 2011）のように、誤った経営破綻
情報が株価を急落させることがある。生成 AI 時代には、本物と区別のつかな
い経営者の偽動画や、もっともらしい財務データの捏造が、瞬時に市場を動か
すリスクも視野に入る。市場の頑健性を支えるためには、こうした誤情報の影
響を吸収できる情報インフラと、投資家の自己過信を抑える制度設計の双方が
求められる。

投資家保護の観点からは、リテラシー教育と並行して、自己過信を抑える設
計、たとえば過去の投資判断の正答率を可視化する仕組みや、情報源の偏りを
表示する UI といったナッジ的アプローチも検討に値する。金融機関の顧客対
応や投資家教育においても、「自分は分かっている」と感じる顧客ほど誤った
情報をもとに行動しやすいことを踏まえ、リスク説明の伝え方やフィデュー
シャリー・デューティーの実践に自己過信への配慮を組み込むことが、今後よ
り重要性を増すと考えられる。

４.２ 企業・プラットフォーム事業者に期待される役割
企業、特にプラットフォーム事業者にも、できることは多い。具体的には、

広告枠などを用いた啓発活動、インフルエンサーとの連携によるリテラシー教
育コンテンツの普及、SNS 上で情報の出所や信頼性を可視化する UI の工夫な
どが挙げられる。Yamaguchi et al. （2025） は、動画共有サービスの利用時
間が長い人ほど誤情報を真偽判断しにくい傾向があることを指摘しており、こ
うした媒体特性を踏まえた啓発設計は、特に効果が期待できる。
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また、誤情報の経済的動機（広告収益）を断つ仕組みも引き続き重要であ
る。広告主や広告ネットワークが誤情報配信メディアへの広告出稿を抑制する
取り組みは、世界的にも進展してきた。プラットフォーム事業者が業界横断で
連携することで、こうした取り組みの効果は一段と高まると考えられる。コ
ミュニティガイドラインの透明化、第三者ファクトチェック機関との連携、生
成 AI で作成されたコンテンツへのラベル付け、選挙や災害時の関連コンテン
ツの収益化停止、拡散前にリンク先を読んだかどうかの確認、信頼性スコアの
開示など、講じうる施策は多岐にわたる。

プラットフォーム事業者の責任のあり方をめぐる議論は、海外では既に制度
化が進んでいる。欧州連合のデジタルサービス法（DSA）は、大規模プラッ
トフォームに対し、システミックリスクへの対応や透明性報告を義務づけてい
る。日本でも、情報流通プラットフォーム対処法が 2025 年 4 月 1 日に施行
され、制度整備が進んだ。表現の自由と安全のバランスに目を向けつつ、事業
者の自主的取り組みと、適切な公的枠組みの双方が、誤情報対策の基盤をかた
ちづくっていくことになる。

５．生成AI時代に向けた対策の再設計

５.１「らしさ」を量産する時代と求められる構え
ここまで論じてきた誤情報の構造は、生成 AI の登場によって質的に変化し

つつある。生成 AI が普及したことで、誤情報の制作コストは劇的に下がった。
専門家風の語り口、もっともらしい数値、論文調の構成を備えたコンテンツ
が、わずか数秒で大量に生成できる。本物と区別がつかない画像や動画が、選
挙や市場混乱の場面で繰り返し問題化している。特に懸念されるのが、有名人
や経営者の偽動画を用いた詐欺投資の広告、政治家の発言を改変した偽音声、
大量生成された「水増しレビュー」や「らしさ」のある偽ニュースサイトなど
である。これらは個別の事案として目立つだけでなく、情報空間全体への信頼
を継続的に損なっていく性質を持つ。

この変化は、本稿で論じてきた「自信過剰の罠」をさらに深刻化させる方向
に働きうる。生成 AI が作り出す「らしさ」のあるコンテンツは、専門家風の
体裁を備えるほど、自信のある受け手の検証行動を解除してしまうからであ
る。これまでも誤情報を見抜くのは難しかったが、生成 AI 時代にはその難度
がさらに上がっていく。対策の設計は、この前提を受け入れたうえで組み立て
ていく必要がある。

５.２ リテラシー教育の進化－謙虚さを組み込んだ設計へ－
生成 AI 時代の到来によって、リテラシー教育の重要性はこれまで以上に高

まっている。同時に、本稿でみてきた知見は、教育の効果を最大化するため
に、設計の段階で押さえるべきポイントがあることを示している。

第一に、知識の伝授だけでなく、「自分も誤情報に騙されうる」という認識、
すなわち「謙虚さ」を意図的に組み込むことが重要である。具体的には、自分
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の真偽判定の正答率をフィードバックする教材、自信と実際の能力のギャップ
を体感させるワークショップ、ファクトチェックの限界を含めて教える啓発な
どが考えられる。「正解を覚える」型の教育と並行して、「自分の判断を疑う視
点」を育てる教育を組み合わせていくことで、リテラシー教育はより深い効果
を発揮するようになる。

第二に、リテラシー教育を進めるなかで、能力の伸びに見合わない自
信だけが先行してしまうことのないよう、設計面での配慮も求められる。
Yamaguchi et al. （2025） の知見は、能力を伴わない自信の上昇が拡散リス
クを高める可能性を示唆している。教育の効果をより確実なものにするため
に、自己評価とフィードバックの仕組みを丁寧に組み込んでいくことが望まれ
る。これは教育を否定するものではなく、むしろ教育の質を高めるための論点
である。

第三に、教育の場面においては、「受信」と「発信」の両面を視野に入れる
必要がある。私たちはしばしば、メディア情報リテラシーというと「だまされ
ない力」「見分ける力」だけを思い浮かべがちだが、現代の情報環境では、そ
れだけでは不十分である。なぜなら、私たちは情報の受信者であり、同時に発
信者でもあるからだ。SNS やメッセージアプリが当たり前になった社会では、
誰もが日常的に情報を送り出している。投稿するつもりがなくても、シェアや
リポスト、コメント一つで情報の流れに加担することになる。リテラシー教育
は、この両面に対応する形で進化させていく必要がある。

第四に、媒体ごとの特性に応じた設計が重要となる。ソーシャルメディア
では、情報の信頼性スコアや出所情報を UI 上で可視化する施策が効きやす
い。X のコミュニティノートはそのような対策の 1 つだろう。「正しいと信じ
た情報が拡散される」という構造を踏まえれば、信じる前に客観情報を提示す
ることが拡散抑制につながる。また、メッセージアプリや対面の口コミにつ
いては、情報の伝え方そのものを工夫する啓発も有効である。Tanihara and 
Yamaguchi （2023）がファクトチェック提示の逆効果を指摘したように、注
意喚起が逆効果になりうる現象も生じうる。こうしたリスクを踏まえ、「事実
を肯定形で示す」「誤情報を再生産しない伝え方」を提案するメディア情報リ
テラシー教育が、家庭や学校の現場でますます重要となる。

５.３ 技術と教育の組み合わせ、情報的健康への接続
技術的アプローチとして、コンテンツの来歴情報（Content Provenance）

を標準化し、生成 AI によって作られたコンテンツに自動的にラベルを付与
する取り組みが、国際的に進展している。C2PA（Coalition for Content 
Provenance and Authenticity）などの枠組みがその代表例である。ただし、
これらは万能ではない。来歴情報は意図的に削除されうるし、検知技術は生成
技術との「いたちごっこ」を続けている。さらに、検知結果が「生成 AI の可
能性が高い」と表示されただけで、内容の真偽とは無関係に発信者の信頼が損
なわれるリスクもある。技術的対策は、真偽を断定する装置としてではなく、
立ち止まって考えるための合図として位置づけるのが現実的である。

より広い視座を提供するのが、鳥海・山本（2022）が提唱する「情報的健
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康（Informational Health）」という概念である。食品の栄養成分表示のよう
に、情報摂取のバランスを可視化し、ユーザーが自身の情報環境を客観視でき
る仕組みを社会に組み込むこのアプローチは、本稿のリテラシー観と深く呼応
する。誤情報を完璧に見抜くことではなく、情報空間との関係を健全に保つこ
とを目標に据える、新しい枠組みである。情報的健康の発想は、特定のコンテ
ンツの真偽判定に終始してきた従来のファクトチェック中心の議論を、構造的
な視点へと押し広げる可能性を持つ。アテンション・エコノミーが感情を刺激
する情報を優遇するなかで、利用者が自身の情報摂取の偏りに気付ける仕組み
を社会基盤として整えていく。本稿の知見に引き寄せて言えば、これは「自分
の判断は偏っているかもしれない」という気付きを支える、社会的なインフラ
の構築でもある。

政策設計の観点からは、三つの方向が重要となる。第一に、リテラシー教育
の積極的な拡充である。日本のメディア情報リテラシー教育は諸外国と比較し
てまだ十分とは言えず、学校教育・社会人教育の両面で一段の充実が求められ
る。第二に、プラットフォーム事業者を含むマルチステークホルダー間の連携
である。一国・一機関で完結する問題ではないため、国際的な枠組みも視野に
入れる必要がある。第三に、技術と教育の組み合わせである。コンテンツの来
歴情報や生成 AI 検知技術といった技術的補助と、人間の判断力を育てる教育
とを、相互補完的に組み合わせていくことが望ましい。リテラシー教育が中核
を担い、それを技術と制度が支える。この三層構造こそが、生成 AI 時代の情
報空間を支える基盤になると考えられる。

６．おわりに－謙虚さという社会的資本－

本稿では、筆者がこれまで重ねてきた一連の研究、とりわけ Yamaguchi 
et al. （2025） の知見を起点に、リテラシーと誤情報の関係を整理してきた。
研究蓄積を総合的にみると、メディア情報リテラシー教育が誤情報対策の重要
な柱として確かに機能することが浮かび上がる。客観的なリテラシーは、誤情
報の拡散を抑える社会的な防波堤として有効に機能し、真偽判断段階でも一定
の役割を果たしていることが示唆される。同時に、能力に見合わない自信の高
まりは、真偽判断と拡散の双方を悪化させる方向に作用しうるという、逆説的
な構造も見えてくる。

これらは、リテラシー教育の意義をあらためて裏付けるものである。そのう
えで、教育の効果を一段引き出すための設計指針も与えてくれる。対策設計に
おいては、リテラシー教育を中核に据えつつ、能力の育成と謙虚さの涵養を両
立させていく方向が望ましい。「自分は騙されうる」という認識を社会全体が
共有する。それは個人にとっても市場にとっても民主主義にとっても、ひとつ
の社会的資本になりうると、筆者は考えている。

これからの政策・教育・市場設計に向けては、本稿が示した三つの構造、す
なわち真偽判断の難しさ、拡散段階での客観リテラシーの有効性、そして主観
的自信のもたらす逆説的リスクを、共通の出発点として共有することが望まし
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い。リテラシー教育を一層推進しつつ、それを補完する仕組みを社会のあちこ
ちに組み込んでいく。研究者・行政・企業・教育機関、そして金融機関や市場
参加者それぞれが、それぞれの場で「学ぶ仕組み」と「立ち止まる仕掛け」を
作っていく。その積み重ねが、情報空間の安全性を支えていく。

生成 AI 時代の情報空間は、これからも複雑さを増していくと予想される。
完全な防衛はおそらく不可能であろう。しかし、メディア情報リテラシー教育
の地道な蓄積と、それを支える制度・技術・文化の整備によって、社会全体の
情報的レジリエンスを高めていくことは、十分に可能なはずである。誤情報
問題は、技術や制度だけで解決する課題ではない。一人ひとりの認識のあり方
と、それを支える社会の仕組みが問われている。本稿が、そのための小さな手
がかりになれば幸いである。
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